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① 事業主として初めての被保険者資格取得届を行う場合。

② 被保険者資格取得届の提出期限（上記参照）を過ぎて提出される場合。

③ 過去 3年間に事業主の届出に起因する不正受給があった場合。

④ 労働保険料を滞納している場合。

⑤ 著しい不整合がある届出の場合。

⑥ 雇用保険法その他労働関係法令に係る著しい違反があった事業主による届出

の場合。

第 6 章 被保険者についての諸手続

雇用保険の適用事業所に雇用される労働者は、正社員、準社員、パート・アルバイト

等の呼称にかかわらず、原則として、被保険者となります。

これらの労働者は、原則として、その適用事業所に雇用される日から被保険者資格を

取得し、離職等となった日の翌日から被保険者資格を喪失します。

これら被保険者に関する手続は、すべて適用事業所の所在地を管轄するハローワー

クで行っています。

１ 被保険者となる労働者を新たに雇用したとき

・ 提出書類･････「雇用保険被保険者資格取得届」または「雇用保険被保険者資格取

得届（連記式）」（新規に同一日で被保険者番号を複数取得し、かつ

一定規模の被保険者資格を取得する場合）

・ 提出期限･････雇用した日の属する月の翌月 10 日まで

・ 提出先･･･････事業所の所在地を管轄するハローワーク

※ マイナンバーを記載して提出してください。

・ 持参するもの･･以下のいずれかに該当する場合を除き、原則、添付書類の提出は不

要です。 

①～⑥に該当する場合には、賃金台帳、労働者名簿、出勤簿（タイムカード等）、

その他社会保険の資格取得関係書類等その労働者を雇用したこと及びその年月日

が明らかなもの、有期契約労働者である場合には、書面により労働条件を確認でき

る就業規則、雇用契約書等の添付が必要です。また、ハローワークで確認の必要が

ある場合は、別途、確認できる書類を求めることがあります。 

※ 株式会社等の取締役等であって従業員としての身分を有する者、事業主と同

居している親族、在宅勤務者についての届出である場合には、雇用関係を確認

するための書類の提出が必要です。

※ 社会保険労務士から社会保険労務士法第 17 条に規定する審査事項の付記がな

された届出書が提出された場合、労働保険事務組合を通じて提出される場合に

は、次のいずれかに該当する場合のみ、添付書類が必要となります。

① 届出期限を著しく（原則として雇入れ日から６か月）徒過した場合

② ハローワークにおいて、届出内容を確認する必要がある場合
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雇 用 保 険 被 保 険 者 資 格 取 得 届 の 記 入 例
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1「個人番号」

・被保険者の個人番号（マイナンバー）を記入してください。 

2「被保険者番号」

・雇用保険被保険者証に記載されている被保険者番号を記入してください。（「０」も省略しない。） 

・昭和５６年７月６日以前に交付されている被保険者証の場合は下段１０桁のみ記入してください。 

・まだ被保険者証の交付を受けていない場合は記入しないでください。 

3「取得区分」

・過去に被保険者になったことのない者は「新規」。 

・過去に被保険者となったことのある者は「再取得」。 

4「被保険者氏名」

・３欄で「新規」を選択した場合は、住民票に記載されているとおりの氏名（カナ）を記入してください。「再取得」を選択し

た場合は、前職で交付された被保険者証に記載されているとおりの氏名を記入してください。 

・カタカナで姓と名の間を１枠空けて記入してください。 

※1 外国人の方は住民票または在留カードに記載されている氏名の読み方をカナで記載ください。 

※2 ４欄に全てのカナを記載できない場合（20 文字以上の場合）は、記載できなかった残りのカナを「備考」欄に記載してく

ださい。 

※3 姓がなく名のみの場合は、名を記載する際に任意の箇所でスペースを空けたうえで、備考欄でその旨記載ください（例：

名「アウン」→４欄に「ア＿ウン」と入力したうえで、備考欄に「姓は無く「アウン」が名です」と記載）。 

5「変更後の氏名」

・４欄に記入した被保険者証の氏名と現在の氏名とが異なっている場合に記入してください。 

・カタカナで姓と名の間を１枠空けて記入してください。 

7「生年月日」

・７つの枠すべて記入してください。(年月日が１桁の場合はそれぞれ０を付加して２桁で記入してください。) 

11「資格取得年月日」

・原則として雇い入れた日(雇用関係に入った最初の日)を記入してください。 

・試用期間中、研修期間中等の労働者も被保険者となりますので、雇い入れた日（雇用関係に入った最初の日）を記入してく

ださい。 

12「雇用形態」

・登録型派遣の場合は「２」、短時間労働者（週の所定労働時間が 30 時間未満の者）に該当する場合は｢３｣、有期契約労働者

（登録型派遣及びパートタイムを除く）に該当する場合は「４」、船員は「６」と記入してください。 

なお、常用型派遣の場合は「７」（その他）と記入してください。 

13「職種」

様式の裏面を参照のうえ記入してください。 

15「１週間の所定労働時間」

・被保険者の種類を問わず記入してください。 

17～23 欄は、被保険者が外国人の場合のみ記載してください。 

・外国人（在留資格「外交」・「公用」及び特別永住者を除く）を雇用する場合、この欄に記入することによって、外国人雇用

状況の雇入れの届出を行ったことになります。 

・被保険者になるか否かの判断については、38、39 ページを参照してください。 

・「23.在留資格」欄には、在留カードの「在留資格」又は旅券（パスポート）上の上陸許可証印に記載されたとおりの内容を

記入してください。在留資格が「特定技能」の場合は分野を、在留資格が「特定活動」の場合は活動類型も併せて記入して

ください。 

 （例）「特定技能」の場合：特定技能第１号（ビルクリーニング）、「特定活動」の場合：特定活動（EPA に基づく看護師又は

介護福祉士（候補者）） 

8「事業所番号」

・｢０｣も省略せず、１１の枠すべて記入してください。 

10「賃金」

・賃金月額は、賞与その他臨時の賃金を除いた採用時に定められた賃金のうち、毎月決まって支払われるべき賃金の月額(支払

総額)を千円単位(千円未満四捨五入)で記入してください。 
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【雇用保険被保険者資格取得届（連記式）総括票】

雇用保険被保険者資格取得届（連記式）の記入例

○○
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5｢雇用形態｣

・登録型派遣の場合は「２」、短時間労働者（週の所定労働時間が 30 時間未満の者）に該当する場合は｢３｣、有期契約労働者

（登録型派遣及びパートタイムを除く）に該当する場合は「４」、船員は「６」と記入してください。

なお、常用型派遣の場合は「７」（その他）と記入してください。

6「職種」

・様式の裏面を参照のうえ記入してください。

4｢被保険者となったことの原因｣

・該当するものの番号を記載してください。

9｢１週間の所定労働時間｣

・被保険者の種類を問わず記入してください。

11｢届出被保険者数｣ 「個人別票枚数」

・届出に係る被保険者数と個人別票の枚数を記載してください。

3｢資格取得年月日｣

・原則として雇い入れた日(雇用関係に入った最初の日)を記入してください。

・試用期間中、研修期間中等の労働者も被保険者となりますので、雇い入れた日（雇用関係に入った最初の日）を記入してく

ださい。
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【雇用保険被保険者資格取得届（連記式）個人別票】

※ 「雇用保険被保険者資格取得届（連記式）総括票」と「雇用保険被保険者資格取得

届（連記式）個人別票」は合わせてご使用いただくものです。

3､20｢被保険者

氏名（カタカ

ナ）｣

・氏名をカタカ

ナで記載し、

姓と名の間は

１枠空けてく

ださい。

8～14、25～31 欄は、被

保険者が外国人の場合

のみ記載してください。

5､22「生年月日」

・元号の該当するものの

番号を記載し、年月日

の年、月又は日が１桁

の場合はそれぞれ 10
の位の部分に「0」を付

加して 2桁で記載して

ください。

2、19「個人番

号」

・被保険者の

個人番号（マ

イナンバー）

を記載して

ください。 

1｢事業所番号｣

・総括票の 2 欄に記載した事業所番号と同じ事業所

番号を記載してください。

6､23「賃金」

・総括票の 3 欄に記載し

た資格取得年月日現

在における支払の態

様及び賃金月額を記

載してください。

10、27「在留資格」

・在留カードの「在留資

格」又は旅券（パスポ

ート）上の上陸許可証

印に記載されたとお

りの内容を記入して

ください。在留資格が

「特定技能」の場合は

分野を、在留資格が

「特定活動」の場合は

活動類型も、併せて記

入してください。

 （例）「特定技能」の場

合：特定技能１号（ビ

ルクリーニング）、「特

定活動」の場合：特定

活動（EPA に基づく看

護師又は介護福祉士

（候補者））
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２ 離職等により被保険者でなくなったとき

(1) 離職者が離職票の交付を希望しないとき

・ 提出書類･･････「雇用保険被保険者資格喪失届」

・ 提出期日･･････被保険者でなくなった日の翌日から起算して 10 日以内

・ 提出先････････事業所の所在地を管轄するハローワーク

・ 持参するもの･･労働者名簿、賃金台帳、出勤簿（タイムカード）、雇用契約書

など

※ マイナンバーを記載して提出してください。

(2) (1)以外の場合（※59 歳以上の離職者は本人が希望するしないにかかわらず必ず

離職票の交付が必要です。）

・ 提出書類･･････「雇用保険被保険者資格喪失届」

「雇用保険被保険者離職証明書」（３枚１組）

・ 提出期日･･････被保険者でなくなった日の翌日から起算して 10日以内

・ 提出先････････事業所の所在地を管轄するハローワーク

・ 持参するもの･･労働者名簿、出勤簿（タイムカード）、賃金台帳、辞令及び他の

社会保険の届出（控）、離職理由の確認できる書類（就業規則、

役員会議事録など）。

※ マイナンバーを記載して提出してください。

① 被保険者資格の要件を満たさなくなったとき。

② 被保険者が法人の役員に就任したとき。

（ただし、ハローワークにおいて兼務役員として認められた場合を除く。）

③ 被保険者として取り扱われた兼務役員が、従業員としての身分を失ったとき。

④ 他の事業所へ出向したとき。

⑤ 被保険者が死亡したとき。

「資格喪失届」は以下のような場合でも提出してください。

事業主の皆様からの届出が遅れたり、怠ったりした場合には、そのまま離職され

た方への離職票の交付が遅れることとなるため、離職者本人が雇用保険を受給する

に当たり、極めて不利益な状況が生じることとなります。

必ず期限内での届出をお願いします。

また、離職証明書の提出が不要な場合でも、後日離職者から離職証明書の交付を

求められた場合は、これに応じる必要があります。

離職票の交付に係る注意！
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雇 用 保 険 被 保 険 者 資 格 喪 失 届 の 記 入 例

５「喪失原因」は、次の区分に従って該当する番号を記入してください。

離職以外の理由・・・・・・・「１」

○被保険者の死亡 

○在籍出向（出向先で被保険者となる 

場合） 

○出向元への復帰 

「３」以外の離職・・・・・・「２」

○任意退職（転職、結婚退職等） 

○重責解雇 

○契約期間満了 

○60 歳以上の定年退職 

（継続雇用制度あり） 

○移籍出向 

○週の所定労働時間が 20 時間未満 

○取締役への就任 

事業主の都合による離職・・・・「３」

○事業主都合による解雇 

○事業主からの勧奨等による退職 

○65 歳未満の定年退職 

（継続雇用制度なし） 

10「個人番号」

・被保険者の個人番号（マイナンバー）を記入してください。 

4｢離職等年月日｣

・事業所に籍があった最後の日を｢０｣も省略せず６桁で記入してください。

8｢補充採用予定の有無｣

補充採用の予定があるようでしたら、ぜひハローワークをご利用ください。

6｢離職票交付希望の有・無｣

・ 被保険者でなくなった者が、離職時において妊娠、出産、育児、疾病、負傷等の理由により一定期間職業に就くことができ

ず、その後に失業給付を受けようとする場合も「１」を記入してください。

7｢１週間の所定労働時間｣

・離職年月日現在の時間を記入してください。

○○
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【雇用保険被保険者資格喪失届（裏面）】 

14～19 欄は、被保険者が外国人の場合のみ記載してください。

・外国人（在留資格「外交」・「公用」及び特別永住者を除く）が離職した場合、この欄に記入することによって、外国人雇用状況の離職の届出

を行ったことになります。
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離職証明書は、受給資格、給付金額、給付日数の決定の基礎となる重要なものですの

で、誤った届出がされることのないよう記入していただき、内容については必ず離職

者の確認をとってください。

特に、⑦欄に記入した離職の理由は、退職する日までに、離職者本人に見せ、⑯欄

（離職者の判断）の該当する事項に○を記入の上、離職者の氏名の記載をしていただ

くようにしてください。

なお、記入の方法については離職証明書の用紙とともにハローワークで資料を配布

していますのでご確認ください。 

[注意事項］

２枚目（安定所提出用）には離職者の確認等が必要な箇所が２箇所ありますので、

注意してください。これ以外の記載項目は通常 3 枚複写中 1 枚目の事業主控を記載す

ることで複写されます。また、事業主の方は 3 枚目（雇用保険被保険者離職票-2）の

複写の部分以外は記載不要です。

なお、電子申請の場合は、離職者の電子署名を付与するか離職証明書の記載内容を

確認したことを証明する書類（確認書）を添付してください。

⑮欄
離職者に⑦欄以外の証明書の記載内容を確認しても 

らい、離職者の氏名を記載させてください。

なお、本人の確認がとれないときは、その理由を記載

し事業主氏名を記載してください（電子申請の場合は

疎明書を添付してください）。

雇 用 保 険 被 保 険 者 離 職 証 明 書 の 様 式 例
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⑯欄

⑦欄に記載した離職理由について、離職者に確認させた上で該当

する事項を○で囲ませ、離職者の氏名を記載させてください。

なお、本人の確認がとれないときは、その理由を記載し事業主氏

名を記載してください（電子申請の場合は疎明書を添付してくだ

さい）。
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⑬｢備考｣

・参考事項を記入してください。

例えば、賃金未払、休業、賃金締切日変更等。

・離職日が令和２年８月１日以降であって、⑨欄

の日数が 11 日以上の完全月（例：８月 18 日～９

月 17 日）が 12 か月以上（高年齢被保険者及び短

期雇用特例被保険者の場合は６か月以上）ない場

合、または、⑪欄の日数が 11 日以上の完全月が６

か月ない場合は、⑨欄及び⑪欄の基礎日数が 10 日

以下の期間について、当該期間における賃金支払

の基礎となった時間数を記入してください。

⑮｢離職者の氏名の記載｣

・離職者に記載内容を確認させたうえ、離職者の

氏名を記載させてください。

なお、本人の確認がとれないときは、その理由を

記載し事業主氏名を記載してください（電子申請

の場合は疎明書を添付してください）。

雇用保険被保険者離職証明書（用紙左側部分）の記入例

－51－

被
保
険
者
に
つ
い

て
の
諸
手
続
き



52 

⑪「⑩の基礎日数」

・⑩の期間に賃金支払の基礎となった日数を記入してください。（有給休暇も算入し、半日でも１日として計算します。） 

 月給者については、月間全部を拘束する意味の月給制であれば 30 日（28 日、29 日、31 日）の暦日数となり、１か月中、

日曜、休日を除いた期間に対する給与であればその期間の日数となります。 

⑫｢賃金額｣

Ａ欄…賃金が月または週等により定められている場合。

   月給者で変動手当（超過勤務手当等）のみが翌月払いである場合は、その額を当月に算入してください。

   また、通勤手当を複数月分まとめて支払う場合は、該当月数で割り、それぞれの月に算入してください。

Ｂ欄…賃金が日、時間、出来高による場合にそれぞれ記入してください。

また、月決め手当と日給と両方ある場合は、ＡＢ欄に区別して記入し、ＡＢ欄の合計額を計欄に記入してください。

なお、主たる賃金とその他の諸手当の賃金締切日が異なる場合は、主たる賃金の賃金締切日により記載し、その他の諸手

当は主たる賃金の賃金締切日に合わせて再計算した額を記入してください。

⑨「⑧の期間における賃金支払基礎日数」

・⑧の期間に賃金支払の基礎となった日数を記入してください。(有給休暇も算入し、半日でも 1 日として計上します。) 

 月給者については、月間全部を拘束する意味の月給制であれば 30 日（28 日、29 日、31 日）の暦日数となり、１か月中、

日曜、休日を除いた期間に対する給与であればその期間の日数となります。 

⑧「被保険者期間算定対象期間」

Ａ 一般被保険者等・・・一般被保険者又は高年齢被保険者

ア 「離職日の翌日」欄には、④欄の翌日を記入してください。 

 イ 左側の月日欄には、離職日の属する月から遡った各月における「離職日の翌日」に応当する日を記入してください。

もし、応当日がない場合は、その月の末日を記入してください。 

 ウ 右側の月日欄には、離職日に応当する日を記入してください。もし応当する日がない場合は、その月の末日又は末日

の前日を記入してください。 

 エ 離職日以前２年間（高年齢被保険者の場合は１年間）について（24 か月まで）記入しますが、⑨欄の日数が 11 日以

上の完全月が 12 か月（高年齢被保険者の場合は６か月以上）になるまで記載してください。 

離職日が令和２年８月１日以降であって、⑨欄の日数が 11 日以上の完全月が 12 か月以上（高年齢被保険者の場合は

６か月以上）ない場合は、⑨欄の日数が 10 日以下の期間について、当該期間における賃金支払の基礎となった時間数

を⑬欄に記入してください。

また、疾病、傷病等で 30 日以上賃金の支払を受けることができなかった場合は、離職日以前、最大で 4 年の期間を 

記入できる場合があります。（当該事実を確認できる書類が必要です。事前にハローワークにお問い合わせください。）

   なお、一葉に書ききれない場合は、「続紙」として別葉に記入してください。 

Ｂ 短期雇用特例被保険者

離職した月から順次さかのぼって暦月を記入してください。

⑩｢賃金支払対象期間｣

・賃金締切日の翌日から賃金締切日まで記入してください。 

・離職日以前２年間を記入します。ただし、完全月で⑪欄の基礎日数 11 日以上が、６か月以上あればそれ以前は省略できま

す。 

 なお、各期間において休業手当が支払われたことがある場合には、⑬に休業と表示の上休業日数及び支払った休業手当の

額を記載してください。（54 ページ参照） 

離職日が令和２年８月１日以降であって、⑪欄の日数が 11 日以上の完全月が６か月以上ない場合は、⑪欄の日数が 10 日

以下の期間について、当該期間における賃金支払の基礎となった時間数を⑬欄に記入してください。

なお、労働者が船員の場合で、乗船・下船時等で大きく変動する賃金が定められている場合は、完全月で⑪欄の基礎日数

11 日以上の月が 12 か月必要な場合があります。 

⑭｢賃金に関する特記事項｣

・毎月決まって支払われる賃金以外の賃金のうち、３か月以内の期間ごとに支払われるもの(以下「特別の賃金」という。)

がある場合に、⑧欄に記載した期間内に支払われた特別の賃金の支給日、名称および支給額を記入してください。 

なお、記入しない場合には斜線を引いてください。 

※賃金の解釈については、89～91 ページを参照してください。 

①｢被保険者番号｣、②「事業所番号」

・資格取得等確認通知書から正確に転記してください。
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256

R0.8.15

備考欄には休職理由ごと（産休、育休など）に、その
期間、日数、理由を記載してください。

26
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　備考欄には休職理由ごと（産休、育休など）に、その期間、日数、理由を
記載してください。
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　備考欄には休職理由ごと（産休、育休など）に、その期間、日数、理由を
記載してください。
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休業５日15,000円
　所定休日なし

休業16日48,000円
　所定休日４日

休業10日30,000円
　所定休日２日
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雇用保険離職証明書（用紙右側部分）の記入例

⑦「離職理由」、「事業主記入欄」

・離職者の主たる離職理由に該当す

るものを「離職理由」の１～５の中

から１つ選び、「事業主記入欄」の

該当する□の中に○を記入した

上、「離職理由」の各項目に記載箇

所がある場合には、空欄（例えば

（定年 歳））には該当する内容を

記入し、選択項目（例えば（教育訓

練の有・無））には該当する事項を

○で囲んでください。

また、１～５に該当する離職理由

がない場合には、６の「その他（１

－５のいずれにも該当しない場

合）」の□に○を記入し、「（理由を

具体的に）」に具体的理由を簡潔に

記入した上で、「具体的事情記載欄

（事業主用）」に詳細な事情を記入

してください。

「具体的事情記載欄（事業主用）」

・離職に至った原因とその経緯等の具体的事情を必ず、なるべく詳しく記入して

ください。

なお、離職理由が５(2)の「労働者の個人的な事情による離職」に該当する場合

には、離職者から把握している範囲で可能な限り、離職に至った具体的事情を

記入してください。

⑯離職者本人の判断

・離職者が離職する日までに、必ず事業主の記入した離職理由を確認させ、離職者本人に、事業主が○をつけた離職理由に意義「有り・無し」

のいずれかを○で囲ませたうえ、離職者氏名を記載させてください。このとき、賃金計算等が未処理のため、まだ離職証明書左側の各欄に

記入されていない段階でもかまいません。なお、離職者が帰郷その他やむを得ない理由により離職者の氏名の記載を得ることができないと

きは、⑯欄にその理由を記入し、事業主氏名を記載してください。

▲

▲
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※通勤困難とは、通常の方法により通勤するための往復所要時間が概ね4時間以上
　であるとき等
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《事例 13》１週間 20時間未満の勤務となったことによる

・週 20時間未満となったことの分かる契約書など

週の所定労働時間が 20時間未満になったため (会社都合 )

週の所定労働時間が 20時間未満になったため (会社都合 )

※通勤困難とは、通常の方法により通勤するための往復所要時間が概ね4時間以上
　であるとき等
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ずれかに該当する場合は、「付録　契約更新上限がある有期労働契約の上限到来により
離職した場合のフローチャート」に基づき記入してください。
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ずれかに該当する場合は、「付録　契約更新上限がある有期労働契約の上限到来により
離職した場合のフローチャート」に基づき記入してください。
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 資格取得届や資格喪失届等の提出後に内容を訂正する場合

　資格取得届や資格喪失届（離職証明書含む）等を管轄ハローワークに提出後に内容

に誤りがあることがわかった場合、「雇用保険被保険者資格取得・喪失等届訂正・取消

願」に必要事項を記載し、管轄ハローワークに提出してください。

　なお、その訂正した内容が確認できる資料等が必要となる場合がありますので、内

容に誤りがあることがわかった場合は、提出方法についてあらかじめ管轄ハローワー

クにご相談ください。
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３ 昭和 56年７月以前から被保険者となっている方の届出について 

ハローワークでは、昭和 56 年からオンラインシステムを導入して雇用保険関係事務

を処理しており、資格取得等の手続時において、資格喪失等の手続を行うための書類の

記載内容の一部を印字してお渡ししております。

しかし、昭和 56 年以前に被保険者の資格取得等の手続を行われている方が資格喪失

等の手続をされる場合には、ハローワークに備え付けている様式またはハローワーク

インターネットサービスよりダウンロードした様式を使用していただくこととなりま

す。

届出様式･････「雇用保険被保険者資格喪失届」（移行処理用）

1「個人番号」

被保険者の個人番号（マイナンバー）を

記入してください 

雇用保険被保険者資格喪失届の記載例 
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４ 被保険者が転勤したとき

転勤とは、被保険者の勤務する場所が、同一の事業主の一の事業所から他の事業所に

変更される場合をいいます。また、単なる出張や一時的な駐在は転勤に該当しません。

・ 提出書類･･････「雇用保険被保険者転勤届」

・ 提出期日･･････事実のあった日の翌日から起算して 10日以内

・ 提出先････････転勤後の事業所の所在地を管轄するハローワーク

・ 持参するもの･･転勤前事業所に対し、すでに交付されている「雇用保険被保険者

資格喪失届」

※ 「個人番号登録・変更届」を併せて提出してください。

雇用保険被保険者転勤届の記載例 

82 

３ 昭和 56年７月以前から被保険者となっている方の届出について 

ハローワークでは、昭和 56 年からオンラインシステムを導入して雇用保険関係事務

を処理しており、資格取得等の手続時において、資格喪失等の手続を行うための書類の

記載内容の一部を印字してお渡ししております。

しかし、昭和 56 年以前に被保険者の資格取得等の手続を行われている方が資格喪失

等の手続をされる場合には、ハローワークに備え付けている様式またはハローワーク

インターネットサービスよりダウンロードした様式を使用していただくこととなりま

す。

届出様式･････「雇用保険被保険者資格喪失届」（移行処理用）

1「個人番号」

被保険者の個人番号（マイナンバー）を

記入してください 

雇用保険被保険者資格喪失届の記載例 
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５ 被保険者が氏名を変更したとき

雇用保険被保険者氏名変更届は令和２年１月に廃止したため、被保険者の氏名の変

更があったときは、下記の申請時に併せて提出してください（氏名変更記載欄はそれぞ

れの申請書にあります）。

また、必要に応じて、任意の時点での変更も可能です。詳細についてはハローワーク

にお問い合わせください。

   ・雇用保険被保険者資格喪失届

   ・雇用継続交流採用終了届

   ・雇用保険被保険者転勤届

   ・個人番号登録・変更届

・高年齢雇用継続基本給付金の支給申請（受給資格確認を含む）

   ・高年齢再就職給付金の支給申請

   ・育児休業等給付金の支給申請（受給資格確認を含む）

   ・介護休業給付金の支給申請
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６ 被保険者が「国と民間企業との間の人事交流に関する法律」第 21 条第１項に

規定する雇用継続交流採用職員でなくなったとき

雇用継続交流採用職員でなくなった場合の届出となります。

・ 提出書類･･････「雇用継続交流採用終了届」

・ 提出期日･･････雇用継続交流採用職員でなくなった日の翌日から起算して 10 日

以内

・ 提出先････････事業所の所在地を管轄するハローワーク

・ 持参するもの･･次の①～②

① 雇用継続交流採用職員でなくなったことの事実の分かる資料

② 雇用継続交流採用職員であった期間を証明することが分かる資料

雇用継続交流採用終了届の記載例 

84 

５ 被保険者が氏名を変更したとき

雇用保険被保険者氏名変更届は令和２年１月に廃止したため、被保険者の氏名の変

更があったときは、下記の申請時に併せて提出してください（氏名変更記載欄はそれぞ

れの申請書にあります）。

また、必要に応じて、任意の時点での変更も可能です。詳細についてはハローワーク

にお問い合わせください。

   ・雇用保険被保険者資格喪失届

   ・雇用継続交流採用終了届

   ・雇用保険被保険者転勤届

   ・個人番号登録・変更届

・高年齢雇用継続基本給付金の支給申請（受給資格確認を含む）

   ・高年齢再就職給付金の支給申請

   ・育児休業等給付金の支給申請（受給資格確認を含む）

   ・介護休業給付金の支給申請
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７ 被保険者関係の届出をしたときにお渡しするもの

（1）資格取得届、転勤届を提出したとき

ハローワークからは、被保険者氏名や事業所番号等がハローワークシステムで印

字された「雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（被保険者通知用）・雇用保険被

保険者証・雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）・雇用保険被保

険者資格喪失届」（ミシン目の入っている１枚もの）をお渡しします。

上記の書類には、被保険者（本人）にお渡しいただく書類がありますので、大切に

保管するよう説明した上で、必ず被保険者本人にお渡しください。
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（2）資格喪失届を提出したとき

ハローワークからは、被保険者氏名や事業所番号等が印字された「雇用保険被保険

者資格喪失確認通知書（事業主通知用）・雇用保険被保険者資格喪失確認通知書（被

保険者通知用）」をお渡しします。

また、資格喪失と同時に離職票を発行する場合には、「雇用保険被保険者資格喪失

確認通知書（事業主通知用）・雇用保険被保険者離職票－1」および「雇用保険被保険

者離職票－2」をお渡しします。

被保険者（本人）にお渡しいただく書類は、速やかにお渡しください。
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７ 被保険者関係の届出をしたときにお渡しするもの

（1）資格取得届、転勤届を提出したとき

ハローワークからは、被保険者氏名や事業所番号等がハローワークシステムで印

字された「雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（被保険者通知用）・雇用保険被

保険者証・雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）・雇用保険被保

険者資格喪失届」（ミシン目の入っている１枚もの）をお渡しします。

上記の書類には、被保険者（本人）にお渡しいただく書類がありますので、大切に

保管するよう説明した上で、必ず被保険者本人にお渡しください。
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８ 資格取得届や資格喪失届等の提出後に内容を訂正する場合

資格取得届や資格喪失届（離職証明書含む）等を管轄ハローワークに提出後に内容に

誤りがあることがわかった場合、「雇用保険被保険者資格取得・喪失等届訂正・取消願」

（付録参照）に必要事項を記載し、管轄ハローワークに提出してください。

なお、その訂正した内容が確認できる資料等が必要となる場合がありますので、内容

に誤りがあることがわかった場合は、提出方法についてあらかじめ管轄ハローワーク

にご相談ください。 

９ マルチジョブホルダー制度（令和４年１月１日～）

６５歳以上の方を対象として、以下の要件を満たす場合、労働者本人が自身の住居所

を管轄するハローワークに申し出ることで、申出を行った日から特例的に雇用保険の

被保険者（マルチ高年齢被保険者）となることができる制度です。

（１）複数の事業所に雇用される６５歳以上の労働者であること

（２）２つの事業所（１つの事業所における１週間の所定労働時間が５時間以上２０時

間未満）の所定労働時間を合計して、１週間の所定労働時間が２０時間以上であること

（３）２つの事業所のそれぞれの雇用見込みが３１日以上であること
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